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資料１

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた
防災・減災対策の強化について

令和７年３月18日

第４回

山口県地震・津波防災対策検討委員会



①・業務継続計画発動・受援調整体制確認訓練の実施 ・災害対策本部開設机上訓練の実施（R7.1）
及び 県災害時広域受援計画等の見直し 机上訓練を踏まえた各種計画の改正（R7.3予定）

・研修会開催等による市町災害時受援計画の策定支援 ・市町職員を対象とした受援体制の構築に関する研修会の
開催（R7.1）

・研修の充実強化（全職員向けの防災研修の実施、 ・
市町トップセミナーの開催検討）

・広域応援体制に関する計画・マニュアル等の見直し ・各種マニュアル(中国地方知事会)の改正（R7.3予定）

② ・ 衛星インターネットを活用した通信環境整備に向 ・
けた検討

③・災害時応援職員の生活拠点の確保に向けた県計画・ ・災害時応援協定基礎資料等の改正（R7.2）
災害時応援協定基礎資料等の見直し、関係事業者と
の協定見直し・締結の検討

①広域応援体制・受援体制の明確化 ②ネットワーク環境の早期確保

③応援職員の受入体制及び業務実施体制の確保体制

「体制」「物流」「避難」「その他」の区分毎に課題の抽出を行うとともに、検証すべき項目と対応の方向性について整理

※下線部は、Ｒ７年度事業

検証・検討項目

１

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

主な防災・減災対策 主な取組内容

地域防災力充実強化事業（P7）拡

防災ＤＸによる広域避難体制整備事（P7）新



①自治体備蓄･支援物資等の供給体制の整備

②支援物資輸送に係る体制の整備、災害時に孤立する可能性のある
集落等への対応

③緊急輸送道路、輸送手段の確保

物流 検証・検討項目

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

①・物資調達・輸送調整等支援システムへの適切な備蓄 ・内閣府物資システム操作訓練の実施（R7.3）
品等登録及びシステム操作訓練の実施

・支援物資物流マニュアルの見直し ・「緊急支援物資対策チーム」の体制見直し（R7.3）

②・物資搬送ドローンを活用した緊急物資輸送体制の ・
整備に向けた検討

・離島を想定した物資配送訓練の実施 ・下関市六連島において物資配送訓練を実施（R6.11）

③・山口県道路啓開計画の見直し ・地震・津波被害想定の見直し等を踏まえた、山口県道路
啓開計画の見直し（R7以降）

・橋梁・漁港等の耐震化の推進 ・優先順位の高い橋梁等から、順次、耐震化等を実施
（継続実施）

主な防災・減災対策 主な取組内容

物資搬送ドローンによる緊急物資輸送体制整備事業
（P8）

新

２



①広域避難体制の整備

②指定避難所以外の避難者の把握と支援（自主避難、車中泊等）

③避難所における適切な環境整備、生活環境の改善

避難 検証・検討項目

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

①・広域避難所の整備に向けた検討 ・

・被災者の受入れ先確保に向けた広域避難体制の整備 ・

②・避難所運営・避難者管理に係るシステム導入の検討 ・

③・避難所の生活環境改善に必要な資機材の整備支援 ・

・避難所運営マニュアル策定のための基本指針の ・避難所運営検討部会での検討を踏まえ、避難所運営に係る
見直し 指針の見直しを実施（R7年度）

・災害時の保健活動に係る情報共有・研修会の実施 ・保健師等地域関係職員を対象とした、災害時の保健活動に
係る研修会の開催（R6.9）

主な防災・減災対策 主な取組内容

避難所環境改善推進事業(P8)新

(再掲)防災ＤＸによる広域避難体制整備事業（P7）新

(再掲)防災ＤＸによる広域避難体制整備事業（P7）新

(再掲)避難所環境改善推進事業（P8）新

３



④要配慮者対策、福祉避難所の確保

⑤被災住民による避難所運営への移行に向けたロードマップの
整備

避難 検証・検討項目

４

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

④・個別避難計画作成に向けたヒアリング･研修会の実施 ・市町ヒアリングを踏まえ、課題や先進的な取組等について
共有する研修会を開催（R6.10）

⑤・自主防災アドバイザースキルアップ研修等を通じた ・自主防災アドバイザー及び市町職員を対象とし、避難所
地域・市町の連携強化 運営をテーマとしてスキルアップ研修を開催（R7.2）

・地域住民による自主的な避難所運営ガイドラインの ・
見直し

主な防災・減災対策 主な取組内容

(再掲)域防災力充実強化事業（P7）拡



①防災意識の高揚 ②住宅、福祉施設等の耐震化の促進

③上下水道一体での復旧対応 ④公共土木施設等の整備・早期復旧その他 検証・検討項目

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

①・災害体験ＶＲの整備、防災シンポジウムの開催 ・災害体験ＶＲ(地震･津波･風水害)の貸出（R6.7～）
やまぐち防災シンポジウムの開催（R7.2）

②・耐震改修に係る補助、普及啓発・低コスト工法に ・
係る講習会の実施

③・上水・下水の部局間の連携体制の構築による、上 ・上下水道一体での市町への復旧支援のための情報共有
下水道一体での情報共有・連絡調整の実施 ツールを活用した庁内情報共有体制の構築（R6.5）

④・道路整備の計画的かつ着実な推進による、災害時 ・幹線道路・生活道路等の計画的かつ着実な整備促進
にも機能する信頼性の高い道路ネットワークの整 （継続実施）
備促進

・公共土木施設等の耐震化の促進（砂防えん堤、急傾斜地 ・公共土木施設等の計画的かつ着実な耐震化促進
崩壊防止施設、河川管理施設、海岸保全施設、下水道施設等） （継続実施）

主な防災・減災対策 主な取組内容

住宅耐震改修エキスパート人材育成事業（P9）新

５



⑤企業の事業継続計画策定の推進

⑥災害時における要配慮者等への支援体制の強化

⑦デジタル技術を活用した防災・減災対策の推進
その他 検証・検討項目

令和６年能登半島地震の課題を踏まえた防災・減災対策の強化

①・山口県建設工事入札参加資格審査の見直し ・「事業継続力強化計画認定制度」により認定された企業に
ついて、加点対象とするよう検討（R7年度）

・事業継続力強化計画の策定・認定支援等の実施によ ・
る企業ＢＣＰの策定支援

・地震・津波被害想定の見直しを踏まえた周知強化 ・

②・災害福祉支援センターを中心とした福祉支援体制の ・
強化

③・行政データのデジタル化、共有化、ＧＩＳ化の推進 ・

・システムによる公共土木施設の一元管理 ・県施設のデータを同一地図上で一元的に管理するシステム
の構築（R7年度運用開始）

・災害情報共有システムによる市町との被災状況の共有 ・災害情報共有システムによる市町との連携強化

主な防災・減災対策 主な取組内容

防災･減災対策支援資金(中小企業制度融資)(P9）新

防災体制整備拡充費（P10）

災害時福祉支援体制整備事業費（P10）

※その他災害時の保健医療活動の体制強化

救急休日夜間医療対策事業（P11）拡

災害派遣精神科医療チーム体制整備事業（P11）新

県民に安心・安全を届ける災害対策のＤＸ化(P12)新

（継続実施）
６



防災ＤＸによる広域避難体制整備事業

［総務部 防災危機管理課］ （42,650千円）

地域防災力充実強化事業

［総務部 防災危機管理課］ （7,534千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

大規模な自然災害等の発生に備え、自主防災組織の活性化や住民の防災
意識の向上など、自助・共助の取組を促進することにより、地域の防災力
を充実強化し、災害に強い県づくりを推進します。

◆事業の概要

○自主防災組織の活性化

地域防災の要である自主防災組織を活性化するため、自主防災組織に指
導・助言を行う自主防災アドバイザーを養成して地域に派遣するほか、ス
キルアップ研修を充実し、アドバイザーの活動を強化します。

○若い世代の防災意識の向上

若い世代の防災意識の向上を促進するため、小学生を
対象にしたＡＲ機器やＶＲ機器を活用した体験型の防災
学習講座を実施します。

「地域住民による自主的な避難所運営ガイドライン」の見直し

能登半島地震での課題を踏まえ、被災住民による
避難所運営への円滑な移行に向け、ガイドラインの
見直しを実施します。

トップセミナーの開催

市町長がリーダーシップを十分発揮し、的確な初動対応を行えるよう、
市町長を対象としたトップセミナーを市町と連携し開催します。

◆趣 旨

大規模災害時に、早期に被災者の生活環境の確保を図るため、市町を
超える広域避難実施に係る体制を整備します。

◆事業の概要

○被災者生活再建支援システムの改修による機能追加
（避難所運営・避難者管理機能、個別避難計画の作成機能）

全市町共通のシステムにより、避難者の状況を把握・管理するとと
もに、迅速な広域調整を実施します。

○衛星インターネット機器の整備

県内各避難所で災害時にも各種システムや
情報通信が使用可能となるよう、全市町分の
衛星インターネット機器（２０台）を導入します。

拡 新

７

新

新



避難所環境改善推進事業

［総務部 防災危機管理課］ （114,012千円）

物資搬送ドローンによる緊急物資輸送体制整備事業

［総務部 防災危機管理課］ （24,934千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

大規模災害時に、速やかに孤立集落等へ支援物資を輸送できるよ
う、物資搬送ドローンを活用した緊急物資輸送体制を構築します。

◆事業の概要

○物資搬送ドローンの目視外飛行での搬送に係る実証

地理的特性ごと（県内４箇所：半島、離島、山間部、漁村部等）に、
ドローンによる、モバイル通信を用いた目視外飛行での物資搬送に
係る実証事業を実施します。

○物資搬送ドローン運用マニュアルの作成

実証事業を踏まえ、運行ルート上の支障物
や通信環境、航空局への申請等、運航に係る
マニュアルを作成し、県内各地で物資搬送ド
ローンによる目視外飛行が運用可能な体制を
構築します。

◆趣 旨

避難所における良好な生活環境を早期に確保するため、必要な資機材
を整備するとともに、広域避難の受け皿となる広域避難所の整備に向けた
検討を実施します。

◆事業の概要

○避難所環境改善に必要な資機材の整備

簡易トイレ、炊き出し用資機材、簡易ベッド
・テント式パーティション等の資機材を各地域
に整備するとともに、必要に応じて市町へ貸出
を行うことにより、各市町避難所等への広域支
援体制を構築します。

○避難所運営検討部会の設置

能登半島地震での課題等を踏まえ、適切な避難所環境を早期に確
保するとともに、市町を越える広域避難を実施することができるよ
う、有識者や市町等の多様な視点から避難所運営に係る検討を行う
避難所運営検討部会を設置します。

○広域避難所運営計画の作成

広域避難所を適切に設置・運営できるよう、広域避難所の設置・
運営に係る計画を作成します。

新 新

８



防災・減災対策支援資金（中小企業制度融資）

［産業労働部 経営金融課］ （融資枠 10億円）

住宅耐震改修エキスパート人材育成事業

［土木建築部 住宅課］ （9,266千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

比較的安価に施工できる住宅の低コストな耐震改修工法を普及さ
せるため、当該工法を熟知した技術者を育成し、住宅の耐震化を促
進します。

◆事業の概要

◆趣 旨

中小企業者による施設・設備の耐震化などの緊急事態に備えた防災・減
災対策及び事業継続計画策定を支援します。

◆資金の概要

※ 融資利率の（ ）書きは、責任共有制度対象外の場合

新 新

住宅所有者の負担軽減へ

Point 工事費や工期の縮減により

融 資 対 象 ▽ 施設・設備の耐震化などの事業継続計画に基づく
対策・計画策定を行う中小企業者等

融 資 利 率 ５年以内
５ 年 超
10年超

： 年１.８％（年１.６％）
： 年１.９％（年１.７％）
： 年２.１％（年１.９％）

融資限度額 ８千万円

保 証 料 率 年０.３４ ～ １.７６％

融 資 期 間 １５年(据置２年)以内

Point
中小企業者による施設・設備の耐震化など

の緊急事態に備えた防災・減災対策及び事業
継続計画策定を資金面から後押し

９



防災体制整備拡充費

［総務部 防災危機管理課］ （95,517千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

令和６年能登半島地震を踏まえ、本県における地震・津波被害想
定を見直し、防災・減災対策を更に推進します。

◆事業の概要

○地震・津波防災対策検討委員会を運営

有識者による地震・津波防災対策検討委員会を設置し、地震・津波
被害想定の見直しを実施するとともに、被害想定を踏まえた周知強
化による防災意識の高揚、本県の防災・減災対策の見直し・検討を
行います。

○地震・津波被害想定の見直し

防災・減災対策の基礎的資料となる県内の地震・津波被害想定の
見直しを実施します。

・南海トラフ巨大地震・周防灘断層群の地震・津波被害想定
（令和６年度～令和７年度）

・県内活断層の地震被害想定
（令和７年度～令和８年度）

・日本海側の地震・津波被害想定
（令和８年度）

１

継 継 災害時福祉支援体制整備事業

［健康福祉部 厚政課］ （9,800千円）

◆趣 旨

被災者に切れ目のない一貫した福祉支援を行うため、「災害福祉
支援センター」の運営を支援し、研修・訓練の実施等による災害派
遣福祉チーム（DWAT）や災害ボランティアセンターの機能強化を図
ります。

◆事業の概要

○災害福祉支援センターの運営

被災者支援のためのコーディネーターを配置し、平時から関係機
関との連携体制を構築するとともに、災害時における迅速な支援を
実施します。

○災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の機能強化

避難所等において、要配慮者（高齢者・障害者・子ども等）へ適
切な福祉支援を行い、二次被害の防止を図るため、ＤＷＡＴチーム
員への研修や訓練の企画運営を実施します。

○災害ボランティアセンターの機能強化

災害ボランティアセンターの運営を効率的に行い、早期に被災者
支援を行うため、ＩＣＴを活用した運営模擬訓練等を実施します。
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救急休日夜間医療対策事業

［健康福祉部 医療政策課］ （117,857千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

県民に必要な救急医療や災害医療が提供できるよう、救急医療体
制の核となる救命救急センター等の機能強化、災害時における関係
機関の連携体制の充実等に取り組みます。

◆事業の概要

【救急医療】

・救命救急センターや病院群輪番制病院における設備整備等への
助成

・病院前救護体制の充実を図るための救急救命士病院実習受入へ
の助成

【災害医療】

・災害発生時に、二次医療圏単位で医療提供体制等のコーディ
ネートを行う人材(地域災害医療コーディネーター)の養成研修
の実施

・災害時の迅速な対応に向けた本部運営訓練の実施

・県内災害医療関係者の連携体制の構築

災害支援ナースの研修や派遣調整の実施

継 災害派遣精神医療チーム体制整備事業

［健康福祉部 健康増進課］ （3,180千円）

◆趣 旨

大規模災害発生時に被災地域へ専門性の高い精神科医療及び精神
保健活動の支援を行うため、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）
の養成と養成後の質を確保するための訓練、研修等を実施します。

◆事業の概要

○山口県ＤＰＡＴ研修

県内が被災した場合に精神科医療及び精神保健活動の支援を行う災
害派遣精神医療チーム(ＤＰＡＴ)を養成します。

○ＤＰＡＴ先遣隊大規模地震時医療活動訓練

大規模地震時医療活動に係る組織体制の機能と実効性の検証及び
防災関係機関相互の協力の円滑化を図るため、国、地方公共団体等
が連携して行う実動訓練へＤＰＡＴ先遣隊を派遣します。

○ＤＰＡＴ運営委員会

人材育成・確保、受援体制の整備、
派遣体制の整備を平時から行うため、
ＤＰＡＴ運営委員会を開催します。
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県民に安心・安全を届ける災害対策のＤＸ化

［警察本部警備部 警備課］ （73,190千円）

令和７年度当初予算の概要（防災・減災対策）

◆趣 旨

災害発生時等において、県民に対する正確な情報の速やかな発信
や迅速な救出救助活動ができるよう、警察内部及び防災部局の情報
を一元的に管理する体制を構築し、県民の安心・安全を確保します。

◆事業の概要

・県警本部（災害警備本部）・警察署の災害対応機能を強化

・県警本部と各警察署、防災部局との情報共有・連携を強化する
ためのシステムを導入

・ＳＮＳ等を活用して県民に対して正確な情報を素早く発信

・情報収集の迅速化により一層的確な救出救助活動を実現

＜イメージ＞
①情報収集・集約・共有 ②迅速な情報発信 ③迅速な救出救助
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避難所運営検討部会の設置について（案） 

 令和６年能登半島地震での課題等を踏まえ、適切な避難所環境を早期に確保
するとともに、被災市町内での避難が困難な場合に市町を越える広域避難を実
施することができるよう、避難所運営検討部会を設置し、有識者や市町担当者
等の多様な視点から避難所運営に係る検討を実施の上、各種指針等の見直しを
行う等、全県での避難所環境改善を図る。 

１．検討部会での検討内容（案） 
（１）「避難所運営マニュアル策定のための基本指針」の見直し 
  能登半島地震での課題を踏まえ、避難所における生活環境の改善、要配慮
者対策等を促進するため、女性視点・ペット同行避難者等の多様な視点を取
り入れた避難所運営について検討。 

（２）「地域住民による自主的な避難所運営ガイドライン」の見直し 
  地域住民が自主的に避難所運営に携わる被災市町職員が早期に復旧・復興
業務に移行するため、地域住民が避難所運営へより参画できるよう、見直し
を実施。 

（３）「広域避難調整・運営マニュアル（仮）」の作成 
  「被災者生活再建支援システム（避難所・避難者管理機能を R7追加）」を
活用した広域避難調整、県が設置・運営する広域避難所の開設・運営手法等
について検討。 

２．検討部会概要（案） 
（１）位置付け 
  ・山口県地震・津波防災対策検討委員会の部会として整理 
   ※別添(案)のとおり「地震・津波防災対策検討委員会設置要綱」を改正 
  ・詳細な議論を行う場として、部会にワーキンググループを設置 
   ※市町避難所運営担当者、地域防災活動団体・防災関係機関担当者 等

を選任予定 

（２）検討部会開催スケジュール（案） 

 ◇令和７年春頃 ……第１回検討部会 

           ・今後の議論の方向性、ワーキンググループの設置 

 ◇令和７年夏頃～……第１回ワーキンググループ 

           第２回ワーキンググループ 

           ・各検討内容について議論 

 ◇令和７年度内 ……第２回検討部会 

           ・指針・ガイドライン改正案のとりまとめ 

 ※部会・ワーキンググループでの検討状況、広域避難に係るシステム改修（避難所・避難

者管理機能）・広域避難所運営計画の進捗状況により、適宜スケジュール変更・追加開

催を検討する。 
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山口県地震・津波防災対策検討委員会設置要綱（改正案） 

 

（目的） 

第１条 令和６年１月に発生した能登半島地震における課題検証及び山口県における地震・

津波の被害想定調査を実施し、その結果を踏まえ防災・減災対策を検討し県地域防災計画

に反映させるため、山口県地震・津波防災対策検討委員会（以下「検討委員会」という。）

を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 検討委員会は、次の各号に掲げる事項について調査・検討する。 

（１） 山口県における地震・津波の防災対策に関すること。 

（２） 山口県における地震・津波被害想定調査の手法・内容に関すること。 

  

（検討委員会の構成） 

第３条 検討委員会は、別表に掲げる委員をもって構成する。 

２ 検討委員会に会長を置く。 

３ 会長は、委員の互選により選出する。 

４ 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を参加させることができる。 

 

（設置期間） 

第４条 検討委員会の設置期間は、令和６年４月１日から、令和９年３月３１日までとする。 

 

（部会） 

第５条 検討委員会は、必要があると認めたときは、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により選出する。 

４ 部会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を参加させることができる。 

 

（事務局） 

第６条 検討委員会の事務局は、山口県総務部防災危機管理課に置き、検討委員会の運営に

係る事務を処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関して必要な事項は会長が定め

る。 
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 附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和６年４月 16日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

避難所運営検討部会委員（案） 

 
山口県地震・津波防災対策検討委員会委員から選任（６名） 

１ 日本防災士会山口県支部 女性部長 坂本 京子 

２ 山陽小野田セーフティネットワーク 会長 岡本 志俊 

３ 下関市総務部防災危機管理課 課長 安田 直司 

４ 山口市総務部防災危機管理課 課長 伊藤 一孝 

５ 萩市総務部防災危機管理課 課長 中村 真二 

６ 岩国市総務部危機管理課 課長 藤村 聡明 
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資料3－1

第3回検討委員会における意見の整理

令和7年3月18日

第４回

山口県地震・津波防災対策検討委員会



1

第３回委員会におけるご意見について

項 目 委員名 質疑内容等

土砂災害
危険予測

太田委員
• 地すべり危険箇所・山腹崩壊危険地区は、既存のABCラン
クの調査が出ているのでそれらを採用して整理するという
ことだが、ABCのつけ方についても資料には記載頂きたい。

太田委員
• 地震動に対する斜面の動きが非常に大きいので最近公表さ
れている地形の精密な数値標高モデルを今回使用しないの
か。

鈴木委員
• 急傾斜地崩壊危険予測についてABCランクのつけ方につい
ては記載した方が良い。また、太田委員がおっしゃったと
おり、形の影響についても最新の知見で考慮した方が良い。

液状化
危険度
予測

鈴木委員

• ボーリングデータの分布状況や密度はどのような状況か。
例えば道路や橋梁等の公共事業のデータを使われると思う
が、偏在等あるかどうか、データが分かり次第教えて頂き
たい。

• 生のボーリングデータがどの程度あってどのようにモデル
化したかは資料化して残しておいて頂きたい（三浦会長）。



2

項 目 委員名 質疑内容等

液状化
危険度
予測

鈴木委員

• 液状化に伴う地盤の沈下量について、沈下量を知ってどう
するのかを教えて頂きたい。地盤の沈下があると、道路は
利用できなくなるということで大事だが、浮き上がりにつ
いては考慮されていない。例えば、道路の真ん中でマン
ホールの浮き上がりがあると、そこを道路として使えない
といったようなことが出てくる。少なくとも、沈下量を何
に使うのかを明確にして、沈下量を被害想定の中でどのよ
うに取り扱っていくか等を説明頂きたい。

地盤のモ
デル化

稲井委員

• 浅部地盤モデルについて431種とあるが、これが多いのか少
ないのか、そしてどのように決まっているのか等、教え頂
きたい。431という数字だけ出ていて、どういう密度で調査
されたのか、そこがはっきりしない。

• 深さに関しても、ある程度推計が入ってるわけなので、そ
ういうことを含めて、ただやったというわけではなくて、
どういう風にやってるというような資料を頂きたい。

• 生のボーリングデータがこうあり、これをこういうふうに
モデル化したというものを次回の委員会で数通り見せて頂
ければご理解頂けると思う（三浦会長）。

第３回委員会におけるご意見について



資料3－2

地震動及び液状化、急傾斜地予測
の経過報告

令和7年3月18日

第４回

山口県地震・津波防災対策検討委員会



1

地震動及び液状化、急傾斜地予測の経過報告

（１）地震動の経過報告

（a）地盤関連
• 追加ボーリングデータ：収集中

⇒ 国土地盤情報センターよりデータを収集済み

⇒ 市町のデータを収集中（6～7割程度）

※現在の収集状況（ボーリング分布図）を次頁に示す（整理中）。



2

地震動及び液状化、急傾斜地予測の経過報告
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地震動及び液状化、急傾斜地予測の経過報告

（１）地震動の経過報告

（a）地盤関連

• 浅部地盤モデルのメッシュデータ：作成済み

⇒ DID地区を125mメッシュに分割

⇒ 125mメッシュに現状の地盤モデルを割り当て済み

• 地盤モデルの見直し：ボーリングデータ収集に

合わせ整理中



4

地震動及び液状化、急傾斜地予測の経過報告

（１）地震動の経過報告

（b）地震動予測関連
• 南海トラフ巨大地震：国（中央防災会議）による

深部地盤表面の加速度時刻

歴の公表待ち

⇒ 2025年3月末想定

• 周防灘断層帯想定地震：計算準備完了(パラメータ

設定、計算プログラム等)

⇒ 南海トラフ巨大地震での国の設定において、深部地盤
モデルの変更等の可能性もあるため、公表待ち。
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地震動及び液状化、急傾斜地予測の経過報告

（２）液状化危険度予測の経過報告

• 液状化危険度予測：地震動予測計算後に危険度予測
を実施

⇒ 計算プログラムを作成し前回調査データにて試計算を実施

（３）急傾斜地危険度予測の経過報告

• 急傾斜地危険度予測：地震動予測計算後に危険度
予測を実施

⇒ 土砂災害関連データ（急傾斜地、山腹崩壊、地すべり）は
収集中

⇒ 計算プログラムを作成し前回調査データにて試計算を実施



1 

【第 3 回検討委員会でのご意見に対する回答について】 

  【資料3-1】に記載した第 3 回検討委員会でのご意見に対する回答を示す。 

 

（1）地すべり危険箇所・山腹崩壊危険地区の基礎調査における危険度ランクの設定について 

  ・林野庁から発行されている「山地災害危険地区調査要領」に準拠して各自治体が実施している

基礎調査において，危険度ランク（A，B，C）を設定している。 

   基礎調査において設定した危険度ランク（A，B，C）を被害想定調査における土砂災害危険度

予測に用いる耐震ランク（a，b，c）に読み替えている。 

   「参考資料-1」に急傾斜地崩壊危険箇所との比較も含め，概要を記載。 

 

（2）危険度予測への数値標高モデルの使用について 

  ・急傾斜地危険度予測で記載した手法は，国（中央防災会議）で示されている方法であり，類似

の方法を含め，同手法を採用している自治体が多く（損害保険料率算出機構による 2021 年度

調査で約 33 自治体），山口県でも同手法を採用する。 

    ※近年，数値標高モデル（DEM データ）を使用して予測を行っている自治体もあるが，数は

少なく，現在の手法からも大幅な変更となる。 

  ・都道府県の被害想定で DEM データを使用した実例がほとんどないこと，実被害と DEM データの

危険度判定結果との整合性の検証が十分ではないことなどからも前回と同様の手法とする。 

 

（3）地盤モデルの設定数について 

  ・山口県で設定している地盤タイプ 431 種は，全国の自治体で見てもかなり多い設定数である。 

   公表されている自治体資料では地盤モデル作成方法や地盤モデル数が不明なものが多いが，

確認できるものは以下のとおりである。 

 

自治体 モデル数 自治体 モデル数 

青森県 85 広島県 240 

秋田県 23 山口県 431 

岐阜県 48 徳島県 67 

奈良県 23 福岡県 238 

 

  ・地盤モデルの作成方法や設定数に基準はなく，地形・地質の違いや土地利用の状況などにより

設定数が変わってくる。 
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（4）液状化に伴う地盤の沈下量の被害想定内での取り扱いについて 

  ・全壊棟数の算出には，過去の被害事例から設定された地盤沈下量に対する建物全壊率の関係図

を使用する。 

  ・液状化による全壊棟数の想定フローおよび算出式を以下に示すとともに，地盤沈下量に対す

る建物全壊率の関係図の例を次ページに示す。 

 

    【算出式】 全壊棟数＝建物棟数×全壊率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

液状化による全壊棟数の想定手法 

 

 

  

地盤沈下量 構造別・建築年次別建物数 

木造 2 区分，非木造 5区分 

全壊率テーブル 

（地盤沈下量と全壊率の関係） 

木造 2 区分，非木造 5区分 

全壊棟数 

【木造】/2 区分 

 ・昭和 55 年以前建築 

 ・昭和 56 年以降建築 

【非木造】/5 区分 

 ・杭無し 

 ・杭有り：昭和 49 年以前建築 

      昭和 50 年以降 58 年以前建築 

      昭和 59 年以降建築 

 ・杭有り：上記以外 
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図（1）  液状化による地盤沈下量に対する建物全壊率（木造建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（2）  液状化による地盤沈下量に対する建物全壊率（非木造、杭無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ※ 上記以外の「杭有り」は，半壊以上の被害はないものとする。 

図（3）  液状化による地盤沈下量に対する建物全壊率 

         （非木造、杭有り、アスペクト比の大きい小規模建物） 

（出典：内閣府「南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要(令和元年 6 月）」) 
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（5）地盤モデルの作成方法について 

  ・現時点でのボーリングデータ分布状況は，「１．資料 2-2 について（1）地震動の経過報告（a）

地盤関連」に示すとおりである。 

  ・前回の被害想定調査におけるボーリングデータは，前々回の被害想定調査で収集したデータ

（3,762 本）と前回調査の追加データ（317 本）を利用している。 

  ・地盤モデル作成の概略フローを以下に示す。また，詳細な流れを次ページ以降に示す。 

   なお，地盤モデルの作成については，前回被害想定調査の報告書に記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤モデル作成の概略フロー 

 

  

（a）

（b） 

（c） 

山口県地形分類図収集 ボーリングデータ収集 

500m メッシュごとの 

地形分類データ作成 

ボーリングデータの 

データベース化 

同一低地性地形エリア図作成 

地形・地層区分を考慮した 

地盤モデルの設定 

・位置情報 

・柱状図 

・全データ数：3,762 本 

・沖積低地：扇状地，自然堤防，三角州 

・人工的低地：干拓地，埋立地，造成地 

・対象エリア数：34 エリア 

・地層区分：Um，Us，Uc，Ls，Lc，Lm，B 

・物性値：単位重量，N値，S波速度，粒度 

・全地盤モデル数：431 タイプ 

【前々回被害想定調査】 

・431 種類の地盤モデルを各 250m メッシュに振り分ける。 

・317 本の追加ボーリングをもとに地盤モデルの一部見直し。 

【前回被害想定調査】 

・本調査の追加ボーリングが位置する地盤モデルについて， 

 必要があればモデルの見直しを行う。（元々の設定方針と 

 大きな差異がなければ変更しない。） 

・大規模盛土など，大きな土地改変があれば追加の地盤モデ 

 の設定を検討する。 

【本被害想定調査】 
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 （a）地形分類データ作成（前々回被害想定調査で実施） 

  ・山口県の地形分類図をもとに，以下に示すように地形分類を各 500m メッシュに割り当てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地形分類図（図は 250m メッシュ分割） 

 

 （b）同一低地性地形エリア図作成（前々回被害想定調査で実施） 

  ・割り当てた地形分類図を用いて，対象エリアのボーリングを地形毎に分類する。 

   対象エリアは，沖積低地（扇状地性低地と三角州性低地），人工的低地（干拓地，埋立地，造

成地）などの同一低地地形が連続する 34 エリア（下図ピンク枠）を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡例

山地   (71310)
台地   (4521)
扇状地   (13422)
自然堤防   (1134)
三角州・旧河道   (1590)
埋立地   (3174)
人工改変地   (377)

凡例

山地   
台地
扇状地   
自然堤防
三角州・旧河道
埋立地
人工改変地

地形分類 
No 地形分類

1 山地・山麓・丘陵地
2 台地・段丘
3 扇状地・谷底平野・氾濫原
4 自然堤防・砂州・河原・浜
5 三角州・海岸平野
6 埋立地・干拓地
7 人工改変地
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同一低地性地形エリア毎のボーリングデータの分布 

 

 （c）地盤モデルの設定 

  ・対象エリアの同一地形内に複数のボーリングがある場合には，地層断面図を作成し，各地層の

層厚変化を把握する。このとき，最低でも山口県地盤図に示される代表断面については地層断

面図を作成する。 

  ・物性値は，地域－地形－地層毎（Um,Us,Uc,Ls,Lc,Lm,B）に設定する。 

  ・ボーリングの地層区分（Um,Us,Uc,Ls,Lc,Lm,B）は，主に同一地形に存在する山口県地盤図の

ボーリングで区分されたものを参考とする。 

  ・地層毎の層厚は 0.5m ピッチで設定する。 

  ・同一地形でも，地層構成，平均 N 値が同等と考えられない区域は，別グループとする。 

  ・作成した地盤モデルは，500m メッシュの地形データに応じてメッシュに振り分ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No 地形分類 ﾒｯｼｭ数 構成比(%)
1 山地・山麓・丘陵地 1 0.2
2 台地・段丘 2 0.5
3 扇状地・谷底平野・氾濫原 218 50.6
4 自然堤防・砂州・河原・浜 44 10.2
5 三角州・海岸平野 79 18.3
6 埋立地・干拓地 76 17.6
7 人工改変地 11 2.6

431 100合計

地形分類毎の地盤モデル数 

地盤ﾓﾃﾞﾙ数 

431 種類の地盤モデルを各 250m メッシュに振り分ける。 
（前回被害想定調査で実施。） 
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〈 設定例：防府市〉 

250m メッシュで分割した地盤モデル分け（防府市） 

 

山口県地盤図による沖積平野の地層の特徴（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    設定した地盤モデル（防府市）の抜粋を次ページに示す。 

  

地

区 
河川・地形分類 市町 地層 地層の特徴 

山

口

県

西

部 

(12)椹野川河口 

三角州⇒地盤図(4),(8) 

山口市小郡町、山

口市干拓地 

全般 新山口駅付近は、沖積層の厚さ 10m 以下。 

UC  

(13)佐波川河口 

三角州 

⇒地盤図(9),断面 D-D’ 

防府市 全般 沖積層の厚さは干拓地・埋立地でも 15m 以下で、市街地では 10m 以下である。 

US 厚さは 5m 以下。N 値は 5～15 であまり締まっていない。 

UC 干拓地・埋立地のほかは旧河道部分にわずかに存在。N 値は 0～5 で厚さは 10m 以下。 

Lm N 値は 30～50 以上の砂礫層。干拓地・埋立地で 15m 以下で、市街地では 10m 以下である。 

(14)永田川・西田川 

⇒地盤図(3) 

下関市吉見 UC 沖積層の厚さ 15m 以下。US 層の発達が悪く、N 値は 0～3 の UC が主体。 

(15)厚狭川 

⇒地盤図(6) 

山陽小野田市山陽

町・山陽小野田市

干拓地 

 沖積層の厚さ 15m 以下。US 層の発達が悪く、N 値は 0～3 の UC が主体。 

・山口県地盤図の地層の特徴や次ページの断面図・柱状図を勘案しながら， 

 地形内のボーリングデータを使用して地形分類毎に地盤モデルを作成。 

・同一地形であっても，地層構成や平均 N 値が同等と考えられない場合は， 

 別の地盤モデルを作成。 
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「山口県地盤図」における断面図・柱状図（防府市。抜粋・編集） 

 

 

      〈地盤モデルの設定〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤ﾓﾃﾞﾙ番号 HO801

地下水位深さ (GL.m) 2.0

深度 土質 地質 N値 Vs γ D50 FC

(GL.m) 分類 区分 (回) (m/s) (tf/m3) (mm) (%)

6.0 盛土 Um 6 145 1.80 0.35 10

12.0 砂 Us 4 127 1.80 0.35 10

17.0 シルト Uc 2 126 1.55 - -

- 礫混り砂 Lm 50 450 1.80 - -

地盤ﾓﾃﾞﾙ番号 HO702

地下水位深さ (GL.m) 3.5

深度 土質 地質 N値 Vs γ D50 FC

(GL.m) 分類 区分 (回) (m/s) (tf/m
3
) (mm) (%)

1.0 表土 Um 5 171 1.50 0.02 80

3.5 シルト混り砂 Us 11 178 1.60 0.07 50

5.5 砂混りシルト Uc 4 159 1.60 - -

8.5 砂 Ls 14 193 1.80 - -

11.5 砂 Lm 30 249 1.80 - -

- 花崗岩 B 50 600 2.00 - -

地盤ﾓﾃﾞﾙ番号 HO302

地下水位深さ (GL.m) 2.8

深度 土質 地質 N値 Vs γ D50 FC

(GL.m) 分類 区分 (回) (m/s) (tf/m3) (mm) (%)

1.0 表土 Um 5 171 1.50 0.02 80

3.0 砂 Us 14 193 1.80 0.35 10

8.0 礫混り砂 Ls 22 224 1.80 - -

- 砂礫 Lm 50 450 1.90 - -

上記資料を勘案しながら，収集したボーリング 
データを使用して地盤モデルを作成 



土砂災害危険度予測における危険度ランク設定の比較（1） 

カテゴリ 急傾斜地崩壊危険箇所 山腹崩壊危険地区 

基礎調査 急傾斜地崩壊危険箇所調査 山地災害危険地区調査 

法令･要領等 土砂災害防止対策基本指針（平成 27 年国交省告示第 35 号） 他 山腹崩壊危険地区調査実施要領（林野庁，最新：令和 6 年 3月） 

調査目的等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査項目 

・配点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「土砂災害対策に関する行政評価・監視 

  結果報告書」（総務省行政評価局，平成 29 年 5 月） 

山腹崩壊危険地区調査では，地質や地形，林状による配点

が高い。 

急傾斜地崩壊危険箇所調査ではこれらに類似する項目は

ない。 

地
震
に
関
連
す
る
項
目
・
配
点 

急傾斜地崩壊危険箇所調査 

における類似項目 

参考資料-1 

大項目 小項目 点数 

斜面の高さ 

50m≦H 10 

30m≦H＜50m 8 

10ｍ≦H＜30m 7 

H＜10m 3 

斜面勾配（θ） 

59°≦θ 7 

45°≦θ＜59° 4 

θ＜45° 1 

オーバーハング 
有 4 

無 0 

斜面の地盤 

亀裂が発達、開口しており、転石、浮石が点在する 10 

風化、亀裂が発達した岩である 6 

礫混じり土、砂質土 5 

粘性土 1 

風化、亀裂が発達していない岩である 0 

表土の厚さ 
0.5m 以上 3 

0.5m 未満 0 

湧水 
有 2 

無 0 

落石・崩壊履歴 

新しい崩壊地がある 5 

古い崩壊地がある 3 

崩壊値は認められない 0 

耐震ランクの配点 



 

土砂災害危険度予測における危険度ランク設定の比較（2） 

カテゴリ 急傾斜地崩壊危険箇所 山腹崩壊危険地区 

危険度ﾗﾝｸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリ 地すべり危険箇所 

基礎調査 山地災害危険地区調査 

法令･要領等 地すべり危険地区調査実施要領（林野庁，最新：令和 6 年 3月） 

危険度ﾗﾝｸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他県状況 

（山腹崩壊） 

・山腹崩壊の評価をしていない ：16 道県程度（北海道，青森県，新潟県，兵庫県，島根県，岡山県，香川県，大分県 等） 

・危険度ランクの読み替え   ：11 県程度（岩手県，栃木県，神奈川県，鳥取県，山口県，佐賀県，鹿児島県 等） 

・急傾斜地崩壊と同様の評価方法： 5 都県程度（茨城県，東京都，静岡県，福島県 他） 

 

 

 

 

・山腹崩壊危険地区調査での地 

 震に関連する項目の配点は全 

 体の 2～3 割程度。 

・山腹崩壊危険地区調査では公 

 共施設や人家等の被災危険度 

 の項目が加味される。 

・山腹崩壊危険地区調査での危 

 険度ランク A,B,C を耐震ラン 

 ク a,b,c と読み替える。 

耐震ランク 基準要素点 

a 24 点以上 

b 14～23 点 

c 13 点以下 

耐震ランク 
 
震度階級 

a b c 

6 強以上 A A A 

6 弱 A A B 

5 強 A B C 

5 弱 B C C 

4 C C C 

耐震ランク 

危険度ランク判定テーブル 

↑左記耐震ランク a,b,c に読み替え 

危険度ランク A,B,C を危険度ランク判定テーブル 

における耐震ランク a,b,c と読み替える。 



普及啓発資料骨子について

令和７年３月18日

第４回

山口県地震・津波防災対策検討委員会

資料3-3
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普及啓発資料の項目

地震・津波被害想定結果を普及啓発し県民
の防災意識の向上を目的に以下の資料を作
成する

（１）時系列の災害シナリオ

（２）パンフレット・リーフレット

（３）津波浸水アニメーション
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普及啓発資料について

（１）時系列の災害シナリオ
• 自治体の災害対策本部立ち上げ訓練や避難所運営訓
練など、各種防災訓練の前提として活用

• 家庭や学校、自主防災組織等が災害発生から被災、
避難、生活の再建に至るストーリーを自分たちで創
造し、事前の防災対策や行動を実施することを支援
するもの

• 最大震度や分布域、最大津波高が異なる南海トラフ
地震と周防灘断層帯で想定する地震の特徴を踏まえ
たもの
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普及啓発資料について

（１）時系列の災害シナリオ
• 岩手県では地震発生からの時系列シナリオを、自助、
共助、公助の観点でまとめている。
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普及啓発資料について

（１）時系列の災害シナリオ
• 岩手県の例（時系列続き）
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普及啓発資料について

（１）時系列の災害シナリオ
• 岩手県の例（時系列続き）
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普及啓発資料について

（２）パンフレット・リーフレット
• 地震・津波被害想定結果を分かりやすく伝える

山梨県HPより
（https://www.pref.yamanashi.jp/documents/10
9141/yamanashi_ri-hurextuto.pdf）
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普及啓発資料について

（３）津波アニメーション
• 津波浸水想定結果をもとに津波がどのように迫って
くるかを実感してもらうことを目的とする

※事例は西日本全体を描写しているが、山口県を拡大したアニメーションを作成予定。



今後のスケジュールについて

令和7年3月18日

第４回

山口県地震・津波防災対策検討委員会

資料3-4



1

山口県地震・津波被害想定調査の流れ

第6回検討委員会 被害想定結果（建物・人的被害等）、普及啓発資料（案）

第5回検討委員会 地震動・液状化・急傾斜予測結果，地津波浸水想定結果

第2回検討委員会 本調査における実施内容、前提条件、
自然条件・社会条件に関する手法、今後のスケジュールについて

第3回検討委員会 前提条件、地震動及び液状化・急傾斜地の経過報告、
津波の想定に関する経過報告について，今後のスケジュールについて

第7回検討委員会 被害想定結果、想定結果の活用案、普及啓発資料

第8回検討委員会 最終報告書（案）

第4回検討委員会

第3回検討委員会における意見の整理（資料3-1）

地震動及び液状化、急傾斜地の経過報告について（資料3-2）

普及啓発資料骨子について（資料3-3）

今後のスケジュールについて（資料3-４）
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今後のスケジュール

検討
委員会

開催日 主な議題

第2回 2024年8月19日

・業務計画、実施内容の確認
・前提条件（想定ケース、季節時間、メッシュサイズ、対象河川等）
・想定地震
・自然条件、社会条件予測手法

第3回 2024年11月6日

・地震動、液状化、急傾斜地予測の経過報告
・津波計算用データ整理経過報告
・データ収集状況
・前提条件・手法の確定

第4回 2025年3月18日
・地震動、液状化、急傾斜地予測の経過報告
・普及啓発資料骨子

第5回 2025年夏頃
・地震動、液状化、急傾斜地予測結果
・津波浸水想定結果

第6回 2025年秋頃
・被害想定結果概要（建物・人的被害等）【中間報告公表】
・普及啓発資料（案）

第7回
・被害想定結果
・想定結果の活用案
・普及啓発資料

第８回 2026年3月 ・最終報告書（案）


